
1．重要な会計方針
（１）公益法人会計基準について

「公益法人会計基準（平成20年4月11日、平成21年10月16日改正内閣府公益認定等委員会）」を採用
しています。

（２）有価証券の評価基準及び評価方法

　・満期保有目的債券・・・新発債は取得価格、既発債は償却原価法

　・その他の有価証券

　　　　　時価のあるもの・・・期末決算日の市場価格に基づく時価法

　　　　　時価のないもの・・・原価法

（３）キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲

　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている金額との関係は以下のとおりである｡

　現金預金勘定 　現金預金勘定

　現金及び現金同等物

（４）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込み方式によっている。

２．基本財産、特定資産およびその他の固定資産の増減及び残高

基本財産、特定資産およびその他の固定資産の増減及びその残高は次のとおりである｡

 基本財産
   投資有価証券　株式 0
   投資有価証券　債券

小計

特定資産

   投資有価証券　株式
   投資有価証券　債券
   投資有価証券　投資信託

小計

その他の固定資産

３．特定資産およびその他の固定資産の財源等の内訳

特定資産およびその他の固定資産の財源等の内訳は次のとおりである｡

特定資産

   投資有価証券　株式 0 0
   投資有価証券　債券 0 0
   投資有価証券　投資信託 0

小計

その他の固定資産

４．担保に提供している資産

該当ありません。

　現金及び現金同等物

407,197,600合　　　　計 478,927,980 71,730,380

合　　　　計

科　　　　目 前 期 末 残 高 当 期 増 加 額

（単位：円）

前期末 当期末

5,910,647 5,748,990

5,910,647 5,748,990

0

395,231,800
15,163,200

0

478,927,980

393,444,000
13,753,6001,409,600

0 12,673,140

0

491,601,120

81,206,120

(単位：円）

0
0

0

0

000 0

13,753,600 13,753,600

0 0

71,730,380

財務諸表に対する注記

478,927,980

科　　　　目
（内､負債に対応
する額）

（単位：円）

0478,927,980 71,730,380 407,197,600

0

71,730,380 71,730,380

491,601,120 0

393,444,000393,444,000

当 期 末 残 高 （内､指定正味財産か
らの充当額）

（内､一般正味財産
からの充当額）

12,673,140

当 期 減 少 額 当 期 末 残 高

9,475,740
1,787,800



５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

該当ありません。

６．債券の金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該当債権の当期末残高

該当ありません。

７．保証債務等の偶発債務

該当ありません。

８．満期保有目的債券の内訳並びに帳簿価額､時価及び評価損益

満期保有目的債券の内訳並びに帳簿価額､時価及び評価損益は、次のとおりである。

９．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
該当ありません。

１０．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
該当ありません。

１１．関連当事者との取引の内容
該当ありません。

100,000,000

(30)国内社債 100,000,000

(29)円建ｸﾚｼﾞｯﾄﾘﾝｸ債

時価 評価損益

100,758,000 758,000

10,399,000 399,000

83,750,000 △ 16,250,000

96,260,000 △ 3,740,000

（単位：円）

科　　　　目 帳簿価額

(19)ﾕｰﾛ円建ｽﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟ債 100,000,000

(20)ユーロ円社債 10,000,000

合　　　　計 360,000,000 337,787,000 △ 22,763,000

(31)円建ｸﾚｼﾞｯﾄﾘﾝｸ債 50,000,000 46,620,000 △ 3,930,000


